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一般報文 

下水処理場における電力消費量算出と 
省エネ施策導入による削減効果 

藤井都弥子・田隝 淳
 

1．はじめに1 

 日本全国の下水処理場及びポンプ場における電

力消費量は平成30年度の時点で合計約75億kWh/

年 1)、電力由来の温室効果ガス排出量は約370万

t-CO2/年であり、自治体が実施する事務事業のな

かでも温室効果ガス排出量が大きいことから、公

的機関として率先した省エネ施策の推進が求めら

れる。 

一方で水環境の保全のため高度処理化が進めら

れているが、電力消費量増加の問題があり、省エ

ネ施策の推進と処理水質の向上の両立が課題と

なっている。 

下水処理場においては、省エネ施策の1つとし

て、運転方法の見直しによる電力削減の取り組み

が進められている2）。また、水質とエネルギーの

両面から運転管理を検討する取り組みが進められ

ており3）、2018年3月にガイドラインがとりまと

められた4)。しかし、処理場全体の具体的な電力

消費量をあらかじめ把握し、省エネ施策の導入や

高度処理化による影響を検討するための手法につ

いては十分整理されていない。 

そこで本研究においては、処理方式別に電力消

費量を試算する算出式を作成するとともに、電力

消費量の実態調査を行い、実際の電力消費量と試

算値との比較を行って算出式の妥当性を確認した。

また、モデル処理場において省エネ施策を導入し

た場合の電力消費量削減効果について整理した。 

2．調査内容 

2.1 電力消費量算出式の作成 
 電力消費量算出式を作成するフローを図-1に示

す。水処理方式、汚泥消化工程の有無、脱水汚泥

の処理方法の違いによってケースを設定するとと

もに、分流式下水道を想定した高流入負荷、合流

式下水道を想定した低流入負荷に分け、設定した

──────────────────────── 
Calculation of Power Consumption at Wastewater Treatment 
Plants and Reduction Effect by Introducing Energy - Saving 
Measures 

処理方式や負荷の条件に応じた流入水質、放流水

質を、下水道統計を用いて設定した。 

次に、設定した水質、処理方式の標準的な除去

率等から処理工程全体の物質収支を整理し、物質

収支や下水道施設計画・設計指針と解説（以下

「設計指針」という。）5)に基づいて処理に必要な

空気量や槽容量等の計算を行った。算出した必要

空気量や別途実施した実態調査の結果等を参考に

機器の種類、仕様等を設定し、 

電動機容量×設置台数×運転時間×負荷率 

から各機器の電力消費量を算出し、それらを合計

することで水処理・汚泥処理施設の電力消費量と

した。このとき、設置実績が多い機器を設定した

「基本型」、基本型のうち、電力消費量が大きい反

応タンク散気装置、高度処理における反応タンク

撹拌機を省エネ型機器に変更した「省エネ型」の

2パターンについて算出を行った。この計算を複

数の処理水量について行い、近似曲線を求めるこ

とで電力消費量算出式を作成した。 

2.2 試算値と実態との比較 
2.1で作成した算出式を用いた試算値と30処理

場を対象としたアンケート調査により得た実際の

電力消費量（以下「実値」という。）との比較整

理を行った。なお、複数の水処理方式が混在して

いる処理場の試算については、試算を簡易に行う

ため、最も処理水量が多い処理方法の算出式を適

用して電力消費量を算出した。 

 図-1 算出式作成フロー  
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2.3 省エネ施策導入による効果の試算 
実際の下水処理場を参考に、ある自治体が表-1

に示すモデル処理場（標準法を用いており、日最

大処理水量が異なる3処理場）を有すると設定し、

各処理場に省エネ施策  (省エネ機器の導入 )を実

施した場合の各処理場における電力消費量を、作

成した算出式を用いて整理した。また、A~C処

理場の処理方式がすべて高度処理法（循環法）で

ある条件において省エネ機器を導入した場合の電

力消費量についても算出した。 

なお、3処理場それぞれに省エネ機器を導入す

る場合に加えて、複数の処理場を統合した上で省

エネ機器を導入するケースについても試算を行っ

た。 

3．調査結果 

3.1 電力消費量算出式の作成 
今回は、処理場規模として日最大流入水量

10,000m3/日以上、水処理方式として標準活性汚

泥法（以下「標準法」という。）、高度処理法（循

環式硝化脱窒法（以下「循環法」という。）、嫌気

無酸素好気法（A2O法）、ステップ流入式硝化脱

窒法）の計4方式を検討対象とした。標準法につ

いては、滞留時間や送風量を増やしてアンモニア

態窒素を除去する硝化促進運転と、逆に放流水質

基準の範囲内で送風量を抑え、電力消費量を抑え

る硝化抑制運転とがあり、電力消費量が大きく異

なるため、それぞれについて算出式を作成した。

処理方式別に設定した水質を表-2に示す。なお、

硝化促進運転と硝化抑制運転の違いは反応タンク

における必要酸素量であり、試算の簡略化のため

設定水質には影響しないものと設定した。 

結果の一例として「循環法・汚泥消化あり・高

濃度流入負荷・脱水汚泥場外搬出」のケースにお

いて設定した水処理設備各機器の基本型及び省エ

ネ型における電力消費量を表-3に示す。着色して

いる送風機及び反応タンク撹拌機を省エネ型に変

更した場合、それぞれの電力消費量は30～40％

程度低くなることが明らかとなった。 

こうして作成した算出式のうち、「汚泥消化あ

り・高濃度流入負荷・脱水汚泥場外搬出」の基本

型について図-2に、省エネ型について図-3にそれ

ぞれ示す。 

 同じ標準法でも、硝化促進運転は硝化抑制運転

表-1 モデル処理場の概要  

表-3 各機器の電力使用量算出値  
（循環法・汚泥消化あり・高濃度流入負荷・  

脱水汚泥場外搬出）  

表-2 設定した水質  

図-2 水処理・汚泥処理設備の電力消費量  

(高濃度流入負荷・消化あり・脱水汚泥  

場外搬出・基本型) 
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より30％程度電力消費量が大きく、循環法と標

準法（硝化促進運転）との差は数％程度という結

果となった。また、同じ処理方式で基本型と省エ

ネ型を比較すると、電力消費量は30～40％程度

差が生じる結果となった。 

なお、A2O法とステップ流入式硝化脱窒法に

ついては、循環法とあまり差が見られない結果と

なった。 

3.2 試算値と実態との比較 
図 -4～6に水処理・汚泥処理施設における処理

水量あたりの電力消費量（実値及び算出式から得

た試算値）を示す。図-4は高度処理法（3処理法）、

図 -5は標準法（硝化促進運転）、図 -6は標準法

（硝化抑制運転）をそれぞれ示している。 

高度処理法では、流入水量が小さい場合に電力

消費量実値が試算値の1.5倍ほどであるが、流入

水量が大きくなるにつれて実値と試算値がほぼ同

じ0.35 kWh/m3程度となる傾向が見られた。 

標準法（硝化促進運転）では、流入水量が大き

くなっても電力消費量実値は0.35 kWh/m3程度、

試算値は0.25 kWh/m3程度と、実値は試算値より

20～30％程度高い値となる傾向が見られた。 

標準法（硝化抑制運転）では、流入水量が大き

い場合に処理水量あたりの電力消費量実値は0.25 

kWh/m3付近、試算値は0.2 kWh/m3付近に近づく

傾向が見られた。 

おおよその傾向は再現できた一方、一部の機器

で試算における設定と実態とで構成や型式が一致

していないこと、試算では効率のよい設備容量や

機器仕様等を設定しているが、実際の処理場では

設備容量に対して処理水量が少ない等の状況によ

り理想的な運転が行えていない可能性があること、

標準法については、試算上は硝化促進運転または

硝化抑制運転のいずれかで通年運転していると仮

定しているが、実態は季節に応じて運転を切り替

えている可能性があることなどから試算値と実値

に差が生じていると考えられる。そのため、より

理想的な運転に近づける等の対策により、さらに

電力消費量を削減できる可能性がある。 

3.3 省エネ施策導入による効果の試算 
 図 -7に、3モデル処理場（標準法）それぞれに

省エネ機器を導入した場合及び処理場を統合した

上で省エネ機器を導入した場合の電力消費量を示

す。3処理場を個別に省エネ化した場合、最も規

図-4 処理水量あたりの電力消費量  

試算値と実値の比較(高度処理法) 

図-5 処理水量あたりの電力消費量  

試算値と実値の比較(標準法硝化促進) 

図-3 水処理・汚泥処理設備の電力消費量  

(高濃度流入負荷・消化あり・脱水汚泥  

場外搬出・省エネ型) 

図-6 処理水量あたりの電力消費量  

試算値と実値の比較(標準法硝化抑制) 
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模が小さいA処理場で約27％、中間のB処理場で

約30％、最も規模が大きいC処理場で約36％の削

減となっており、3処理場の合計では34％程度の

削減となった。なお、標準法においては実際の電

力消費量は試算値より30％程度大きい傾向が見

られたことから、省エネ機器の導入に加えて効率

的な機器仕様への変更や理想的な運転へ近づける

等の対策により、電力消費量を試算結果よりさら

に削減できる可能性がある。 

次に、モデル処理場が循環法の場合の各ケース

における電力消費量を図 -8に示す。3処理場を個

別に省エネ化した場合、最も規模が小さいA処理

場で約22％、中間のB処理場で約34％、最も規模

が大きいC処理場で約37％の削減となっており、

3処理場の合計では35％程度の削減となった。 

このように、例えば各処理場を個別に省エネ化

した場合や処理場を統合した上で省エネ化した場

合、グラフでは示していないが標準法の処理場を

高度処理化した場合といった複数のシナリオにつ

いて、電力消費量削減の観点から最も高い効果が

得られるシナリオや効果の度合いの把握などに算

出式が活用できると考えられる。 

4．まとめ 

 下水処理場における電力消費量を算出するため

の算出式を作成するとともに、試算値と実値との

比較を行った。 

水処理・汚泥処理施設における処理水量あたり

の電力消費量について、高度処理法では実値と試

算値が同程度となった一方、標準法では実値より

試算値のほうが30%ほど小さい傾向が見られた。

今回作成した算出式では、理想的な条件での電力

消費量を算出しており、実際には得られた試算値

の1.3倍程度が、おおよその実値になると推測さ

れる。 

また、作成した算出式を用いて、モデル処理場

を個別に省エネ化または複数の処理場を統合した

上で省エネ化した場合の各処理場における電力消

費量を試算し、それぞれのケースにおける電力消

費量削減効果を整理した。 

本調査により、処理場全体の具体的な電力消費

量を算出し、省エネ機器の導入によるおおよその

効果を把握することができた。今後は、得られた

成果を下水道管理者が施策導入の検討に活用でき

る資料、ツールとして整理していく予定である。 
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図-7 省エネ施策導入による電力消費量  

削減効果（標準法）  

図-8 省エネ施策導入による電力消費量  

削減効果（循環法）  




